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27関整第 538号
平成27年 7月 2日

関東農政局

茨城県知事 殿

｢農地農業用施設災害復旧事業計画概要書等作成要領｣及び ｢海岸及び地すべり

防止施設災害復旧事業設計書作成要領｣の一部改正について

このことについて､平成 27年 7月 1日付け27農振第 986号をもって農村振興

局長から別紙のとお り通知があったので､御了知の上､今後とも本事業の円滑かつ

適正な実施に御配慮をお願いします｡



農地農業用施設災害復旧事業計画概要書等作成要領

平成５年６月16日付け５構改Ｄ第4 2 1号

最終改正 平成27年７月１日付け2 7農 振第 9 8 6 号

各 地 方 農 政 局 長

沖 縄 総 合 事 務 局 長 殿

北 海 道 知 事

農村振興局長

（本工事費の構成）

第１ 要綱第８第１項の請負施行に係る本工事費の構成は、次のとおりとする。

直接工事費
純工事費

工事原価 共通仮設費

工事価格 間接工事費

本工事費 一般管理費等 現場管理費

消費税相当額

（各費目の積算基準）

第２ 計画概要書等に計上すべき各費目の内容及び積算は、要綱第８及び第11の定めるもののほか、

次に定めるところによる。

（１） 本工事費（請負施行の場合）

イ 直接工事費

直接工事費は、箇所又は工事種類により各工事部門を工種、種別、細別及び名称に区分し、

それぞれの区分ごとに次に掲げる労務費、材料費、機械経費及び特許使用料等について積算

する。

（イ） 労務費

労務費は、工事の施工に直接必要な労務の費用とし、要綱第７の規定によって同意を

得た設計単価及び歩掛（以下「同意単価及び歩掛」という。）により積算する。ただし、

実施に当たって、同意単価及び歩掛により難い場合には、実施時期、地域の実態及び他

の事業との関連等を考慮した設計単価及び歩掛により積算することができる。

（ロ） 材料費

材料費は、工事の施工に直接必要な材料の費用（購入場所から現場までの運搬費を含

む。）とし、同意単価及び歩掛により積算する。ただし、実施に当たっては、労務費と

同様の取り扱いをすることができる。この場合には、特に材料の運搬距離及び運搬方法

について十分検討のうえ適正に積算するものとする。

（ハ） 機械経費

機械経費は、工事の施工に直接必要な機械の使用に要する費用で、その算定は「土地

改良事業等請負工事機械経費算定基準について（昭和58年2月28日58構改Ｄ第147号構造

改善局長通知）」及び「土地改良事業等請負工事標準歩掛について（昭和58年 2月28日

58構改Ｄ第 148号構造改善局長通知）」により積算し、その他の器具等の経費について

は、これに準じて積算する。

（ニ） その他

イ） 特許使用料



特許使用料は、工事の施工に要する特許の使用料及び派遣技術者等に要する費用と

する。

ロ） 水道・光熱電力料

水道・光熱電力料は、工事の施工に必要な用水・電力電灯使用料とする。

ハ） 鋼桁・門扉等の輸送費

鋼桁・門扉等の輸送費は、鋼桁・門扉等工場製作に係る製品を、製作工場から据付

現場までの荷造・運搬に要する費用とする。

ニ） 産業廃棄物処分費

産業廃棄物処分費は、産業廃棄物処理に要する費用とする。

ロ 共通仮設費

（イ） 共通仮設費の各項目の積算

共通仮設費の各項目の積算は、次のイ）からト）までに掲げる費用で各工事部門に共

通的なものとし、それぞれに定めるところにより工種区分ごとに積算する。

イ） 運搬費

運搬費は、機械器具等を、その所在する場所又は所在が推定される場所から工事現

場内への搬入・搬出（組立・解体を含む。）に要する費用と、機械器具等の工事現場

内での小運搬に要する費用とする。

ロ） 準備費

準備費は、工事施工のための準備及び跡片付けに要する費用、調査、測量、丁張等

に要する費用及び伐開、除根、除草、整地等に要する費用とする。

ハ） 安全費

安全費は、交通管理に要する費用、安全施設に要する費用、安全管理に要する費用

及び工事施工上必要な安全対策等に要する費用とする。

ニ） 役務費

役務費は、材料置場等の土地借上げに要する費用及び電力・用水等の基本料金とす

る。

ホ） 技術管理費

技術管理費は、品質管理のための試験等に要する費用、出来形管理のための測量、

写真管理等に要する費用、工程管理のための資料の作成に要する費用その他技術管理

上必要な資料の作成に要する費用とする。

ヘ） 営繕費

営繕費は、現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕に要する費用及びこれらに係る

土地・建物の借上げ費用並びに労務者の輸送に要する費用とする。

ト） 事業損失防止施設費

工事施工に起因する騒音、地盤沈下、地下水の断絶等を未然に防止するための仮施

設の設置、撤去及び当該施設の維持管理に要する費用とする。

（ロ） 共通仮設費の算定

共通仮設費の算定は、工種区分に基づき所定の率計算による費用に積上げ計算による

費用を加算して行うものとする。

① 率計算による算定

率計算による算定方法は、別表２に定める各工種ごとの共通仮設費率を用い、次式

により算定する。なお、率の対象項目は別表１に示すとおりとする。

当該費用＝対象金額×共通仮設費率

対象金額＝直接工事費＋事業損失防止施設費＋支給品費＋官貸額

また、次に掲げる費用は対象金額に含めないものとする。

・ 簡易組立式橋梁、ＰＣ桁、門扉、ポンプ、グレーチング床版、大型遊具（設計

製作品）、光ケーブルの購入費



・ 簡易組立式橋梁、ＰＣ桁、門扉、ポンプ、グレーチング床版、大型遊具（設計

製作品）、光ケーブルを支給する場合の支給品費

なお、対象金額の算式中に記述の支給品費及び官貸額は「直接工事費＋事業損失防止

施設費」に含まれるものに限るものとする。

② 共通仮設費率の補正

施工地域、施工場所を考慮した共通仮設費率の補正については、別表３の補正値を

加算するものとする。ただし、フィルダム及びコンクリートダム工事には適用しない。

③ 積上げ計算による算定

積上げ計算による算定方法は、別表１に定める項目について現場条件を的確に把握

し、必要額を適正に積上げるものとする。なお、運搬費の算定は、別紙によるものと

する。

ハ 現場管理費

現場管理費は、工事の施工に当たって工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費

とし、別表４に定める各工種ごとの現場管理費率を用い次式により算定する。

現場管理費＝対象金額×現場管理費率

対 象 金 額＝純工事費（直接工事費＋共通仮設費）＋支給品費＋官貸額

二種以上の工種からなる工事については、その主たる工事の現場管理費率を適用するもの

とし、工事条件によっては、工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。

なお、施工地域、施工場所を考慮した現場管理費率の補正については、別表５の補正値を

加算するものとする。ただし、フィルダム及びコンクリートダム工事には適用しない。

ニ 一般管理費等

一般管理費等は、一般管理費及び付加利益とし、別表６により求めた一般管理費等率を用

い次式により算出する。

一般管理費等＝工事原価（純工事費＋現場管理費）×一般管理費等率

ホ 工事価格

工事価格に係る各費目の積算に使用する材料等の価格等は、消費税相当額を含まないもの

とする。

ヘ 消費税相当額

消費税相当額は、工事価格に取引に係る消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額とす

る。

（２） 測量及び試験費

測量及び試験費は、事業主体が直接調査、測量及び試験を行う場合においては、測量及び

試験に要する材料費、労務費、労務者保険料、船舶及び機械器具費等を計上し、請負又は委

託により施行する場合においては請負費又は委託費を計上する。

（３） 船舶及び機械器具費

船舶及び機械器具費は、工事が直営施行の場合において、当該工事の内容及び規模に適合

した機械を選定し、工事の施工上必要最小限度の費用を計上する。なお、工事が請負施行の

場合において、事業主体が機械器具等を請負業者に貸与して請負工事を施工させることが特

に必要と認められるときは、それらに要する費用を計上することができる。

（４） 営繕費

営繕費は、工事が直営施行の場合において計上するものとし、当該直営施行に係る工事費

（営繕費及び工事雑費を除く。以下「工事費」という。）が次に該当する場合、当該工事費

にそれぞれ定める率を乗じて得た額の範囲内とする。ただし、ﾛ)からﾆ)までの場合において、

それぞれ算出される額がそれぞれの前において算出される額の最高額に達しないときは、営

繕費は、当該最高額の範囲内において増額することができる。

イ）工事費が1,000万円以下の場合 1,000分の50

ロ）工事費が1,000万円を超え3,000万円以下の場合 1,000分の40



ハ）工事費が3,000万円を超え10,000万円以下の場合 1,000分の30

ニ）工事費が10,000万円を超える場合 1,000分の20

（５） 工事雑費

工事雑費は、次の算式により算出する。

イ 工事が請負施行の場合

本工事費＋附帯工事費＋測量及び試験費（請負又は委託に係るもの） (ｱ)

用地及び補償費＋測量及び試験費（直営施行に係るもの）＋船舶及び機械器具費

＋営繕費 (ｲ)

工事雑費＝(ｱ)×15/1000＋(ｲ)×35/1000

ロ 工事が直営施行の場合

本工事費＋附帯工事費＋測量及び試験費（直営施工に係るもの）＋用地及び補償費

＋営繕費 (ｳ)

工事雑費＝(ｳ)×35/1000

（本要領によらないことができる工事）

第３ 鋼橋製作等主として工場製作に係る工事、若しくは、この要領によることが著しく不適当又は

困難であると認められる工事については、この要領によらないことができるものとする。

（災害復旧事業の事業費の判定について）

第４ 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）第

２条第６項に規定する災害復旧事業の事業費（40万円以上）の判定は、産業廃棄物処分費及び事

業損失防止施設費を除く事業費により行うものとする。



別表１ 共通仮設費率適用範囲

項 目 率 の 対 象 項 目 率 に 別 途 加 算 で き る 項 目

運搬費 １ 建設機械器具の運搬等に要する費用 １ 建設機械器具の運搬等に要する費用

(1) 質量20ｔ未満の建設機械の搬入、搬出（組立・解体を含む） (1) 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による搬入､搬出

に要する費用 （組立・解体を含む）に要する費用

(2) 器材等（型枠、支保材、足場材、敷鉄板（積上げ計上分を除 (2) 器材のうち、スライディングセントルの搬入、搬出及び

く。）、橋梁ベント、橋梁架設用タワー、橋梁用架設桁設備、 現場内小運搬に要する費用

排砂管、トレミー管等）の搬入、搬出及び現場内小運搬に要す ２ 仮設材等（鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板、たて込み簡易土留、敷

る費用 鉄板（積上げ計上分に限る。）等）の運搬に要する費用

(3) 建設機械の自走による運搬に要する費用 ３ 干拓工事・海岸工事に係る工事の施工に必要な船舶等の回航

(4) 建設機械等の日々回送（分解・組立、輸送）に要する費用 に要する費用

(5) 建設機械の現場内小運搬に要する費用 ４ 重建設機械の分解・組立及び輸送に関する費用

５ その他工事施工上必要な建設機械器具の運搬等に要する費用

準備費 １ 準備及び跡片付けに要する費用 １ 伐開、除根、除草等に伴い発生する建設廃棄物等の工事現場

(1) 準備に要する費用 外への搬出及び処理に要する費用

(2) 現場の跡片付け、清掃、踏み荒らしに対する復旧等に要する ２ 伐開、除根、除草等に要する費用（農用地造成工事）

費用 ３ 工事施工上必要な準備等に要する費用

２ 調査・測量、丁張等に要する費用

(1) 工事施工に必要な測量及び丁張に要する費用

(2) 縦、横断面図の照査等に要する費用

(3) 用地幅杭等の仮移設等に要する費用

３ 伐開、除根、除草、整地、段切り、すりつけ等に要する費用

（農用地造成工事の伐開、除根、除草等に要する費用を除く）

安全費 １ 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する １ 特別仕様書、設計図書等により条件明示される費用

費用 (1) 交通誘導員及び機械の誘導員等の交通管理に要する費用

２ 不稼働日の保安要員等の費用 (2) 鉄道、空港関係施設等に近接した工事現場における出入口等

３ 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード等の安全施設類の に配置する安全管理要員等に要する費用

設置・撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料 ２ 干拓工事・海岸工事において、危険区域等で工事を施工する

４ 夜間作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明 場合の水雷・傷害保険料

施設を必要とする広範なダム工事及びトンネル工事を除く） ３ 高圧作業の予防に要する費用

５ 河川、海岸工事における救命艇に要する費用 ４ 河川及び海岸の工事区域に隣接して航路がある場合の安全標

６ 酸素欠乏症の予防に要する費用 識、警戒船運転に要する費用

７ 粉塵作業の予防に要する費用 ５ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破監視のための費用

８ トンネル等における防火安全対策に要する費用 ６ その他工事施工上必要な安全対策等に要する費用

９ 安全用品等に要する費用

10 安全委員会等に要する費用

役務費 １ 現場工作場、材料置場等の土地借上げに要する費用（営繕に

係る用地は除く）

２ 電力、用水等の基本料金

３ 電力設備用工事負担金

技術管理費 １ 土木工事施工管理基準の品質管理に含まれる試験に要する費用 １ 特別な品質管理等に要する費用

２ 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用 (1) 溶接試験における放射線透過試験（現場）に要する費用

３ 工程管理のための資料の作成等に要する費用 (2) 管水路における水圧試験及び漏水試験に要する費用

４ 工事完成図書類の作成及び電子納品等に要する費用 (3) 土質試験（土木工事施工管理基準の品質管理に記載されてい

５ 建設材料の品質記録保存に要する費用 る試験項目以外の試験）に要する費用

６ コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用 ２ 現場条件等により積上げを要する費用

７ コンクリートのひび割れ調査、テストハンマーによる強度推定 (1) 軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定取りまとめに

調査に要する費用 要する費用

８ ＰＣ上部工・アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に (2) 試験盛土等の工事に要する費用

要する費用 ３ 歩掛調査及び諸経費動向調査に要する費用

９ 塗装膜厚施工管理に要する費用 ４ その他特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用

10 施工管理で使用するＯＡ機器の費用

営繕費 １ 現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕（設置・撤去、維持・ １ 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕（設置・撤

補修）に要する費用 去、維持・補修、土地の借上げ）に要する費用（フィルダム及

２ １に係る土地・建物の借上げに要する費用 びコンクリートダム工事を除く）

３ 労務者を日々当該現場に送迎輸送するために要する費用（海上 ２ 海上輸送等での労務者の輸送に要する費用

輸送等での労務者の輸送に要する費用は除く） ３ その他工事施工上必要な営繕等に要する費用

４ 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕（設置・撤

去、維持・補修、土地の借上げ）に要する費用（フィルダム及び

コンクリートダム工事）



別表２ 共通仮設費率

(1)

対象金額 3 0 0 万 円 以 下 3 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

ほ 場 整 備 工 事 １１．６９％ ７５．１ －０．１２４７ ５．６７％

農用地造成工事 １４．０２％ ９８．０ －０．１３０４ ６．５７％

農 道 工 事 １３．３７％ ７６．１ －０．１１６６ ６．７９％

水路トンネル工事 ２１．１６％ ４０３．７ －０．１９７７ ６．７１％

水 路 工 事 １０．８６％ ５６．５ －０．１１０６ ５．７１％

河川及び排水路工事 １１．６３％ ６６．４ －０．１１６８ ５．９０％

管 水 路 工 事 １２．２０％ ９８．９ －０．１４０３ ５．４０％

畑かん施設工事 １１．５８％ ３９．８ －０．０８２８ ７．１６％

コンクリート補修工事 １０．４２％ ７２．５ －０．１３０１ ４．８９％

その他土木工事(1) １７．１２％ ２５７．２ －０．１８１７ ５．９６％

その他土木工事(2) １４．１７％ ８６．０ －０．１２０９ ７．０２％

(2)

対象金額 6 0 0 万 円 以 下 6 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

海 岸 工 事 １３．０８％ ４０７．９ －０．２２０４ ４．２４％

(3)

対象金額 6 0 0 万 円 以 下 6 0 0 万 円 を 超 え 2 0 億 円 以 下 2 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

干 拓 工 事 １２．３３％ ４２３．６ －０．２２６６ ３．３１％

(4)

対象金額 ３ 億 円 以 下 ３ 億 円 を 超 え 5 0 億 円 以 下 5 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

フィルダム工事 ７．５７％ ４３．７ －０．０８９８ ５．８８％

コ ン ク リ ー ト

ダ ム 工 事 １２．２９％ １０５．２ －０．１１００ ９．０２％

(5) 算定式は次によるものとする。

Ｙ＝ａ・Ｘｂ

Ｙ：共通仮設費率（％）

Ｘ：対象金額（円）

ａ、ｂ：変数値

（注）Ｙの値は小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。



別表３ 共通仮設費率の補正値

施工地域・施工場所区分 補正値（％）

市 街 地 ２．０

山 間 僻 地 及 び 離 島 １．０

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 １．５

地方部

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 －

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区及びこれに準ずる地区をいう。

地 方 部：施工地域が上記以外の地区をいう。

注２）一般交通等の影響を受ける場合は以下のいずれかに該当するものとする。

①施工場所において、一般交通の影響を受ける場合

②施工場所において、地下埋設物件の影響を受ける場合

③施工場所において、50ｍ以内に人家が連なっている場合

別表４ 現場管理費率

(1)

対象金額 3 0 0 万 円 以 下 3 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

ほ 場 整 備 工 事 ３２．３８％ ８２．５ －０．０６２７ ２２．５０％

農 用 地 造 成 工 事 ３１．２６％ ５３．８ －０．０３６４ ２５．３０％

農 道 工 事 ２４．７７％ ３０．７ －０．０１４４ ２２．７８％

水路トンネル工事 ３３．３０％ ７３．３ －０．０５２９ ２４．４９％

水 路 工 事 ２８．３９％ ５６．３ －０．０４５９ ２１．７５％

河川及び排水路工事 ３１．７１％ １０８．７ －０．０８２６ １９．６３％

管 水 路 工 事 ２８．２７％ ７９．１ －０．０６９０ １８．９３％

畑 か ん 施 設 工 事 ３３．４５％ １６１．１ －０．１０５４ １８．１３％

コンクリート補修工事 ３６．２６％ １８１．０ －０．１０７８ １９．３９％

その他土木工事(1) ３１．１６％ ６１．６ －０．０４５７ ２３．８９％

その他土木工事(2) ３５．２６％ １００．６ －０．０７０３ ２３．４４％

(2)

対象金額 7 0 0 万 円 以 下 7 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

海 岸 工 事 ２６．９０％ １０４．０ －０．０８５８ １７．５７％

(3)

対象金額 7 0 0 万 円 以 下 7 0 0 万 円 を 超 え 2 0 億 円 以 下 2 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

干 拓 工 事 ２４．５０％ １３３．８ －０．１０７７ １３．３３％



(4)

対象金額 ３ 億 円 以 下 ３ 億 円 を 超 え 5 0 億 円 以 下 5 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

フ ィ ル ダ ム 工 事 ３３．０８％ １６６．５ －０．０８２８ ２６．２０％

コ ン ク リ ー ト

ダ ム 工 事 ２２．６０％ ３０１．３ －０．１３２７ １５．５６％

(5) 算定式は次によるものとする。

Ｙ＝ａ・Ｘｂ

Ｙ：現場管理費率（％）

Ｘ：対象金額（単位：円）

ａ、ｂ：変数値

（注）Ｙの値は小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。

別表５ 現場管理費率の補正値

施工地域・施工場所区分 補正値（％）

市 街 地 １．５

山 間 僻 地 及 び 離 島 ０．５

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 １．０

地方部

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 －

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区及びこれに準ずる地区をいう。

地 方 部：施工地域が上記以外の地区をいう。

注２）一般交通等の影響を受ける場合は以下のいずれかに該当するものとする。

①施工場所において、一般交通の影響を受ける場合

②施工場所において、地下埋設物件の影響を受ける場合

③施工場所において、50ｍ以内に人家が連なっている場合

別表６ 一般管理費等率

工 事 原 価 5 0 0 万 円 以 下 500万円を超え30億円以下 3 0億円を超えるもの

一般管理費等率 ２０．２９％ -4.63586・logＸp ７．４１％

Ｙp ＋51.34242

(1) Ｘp ＝工事原価（単位：円）

(2) Ｙp の算出に当たっては、小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。（単位：％）



別 紙

運搬費の算定

１ 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車による運搬

質量20ｔ以上の建設機械器具の搬入又は搬出の積算は運搬車両１台ごとに次式により行うものとする。

Ｕｋ ＝［Ａ・（１＋Ｃ１＋Ｃ２＋Ｃ３＋Ｃ４）＋Ｂ］・Ｄ＋Ｍ＋Ｋ（又はＫ’）

Ｕｋ ：貨物自動車による運搬費

Ａ ：基本運賃料金

各運輸局の許可した「一般貨物運送事業の貸切り運賃」によるものとする。

なお、車扱運賃料金の適用は原則として「距離制運賃料金」によるものとし、運搬距離は運搬基地より現場

までの距離とする。

また、基本運賃料金の10％の範囲での増減運用は一般の場合は適用しない。

Ｂ ：諸料金
・ 地区割増料 適用する。

・ 車両割増料 適用しない。

Ｃ１～Ｃ４：運賃割増率

Ｃ１ ：特大品割増（表１）

Ｃ２ ：悪路割増 適用する。

Ｃ３ ：冬期割増 適用する。

Ｃ４ ：深夜早朝割増 適用する。

その他の割増率は適用しない。

Ｄ ：運搬車両の台数

１を代入する。

Ｍ ：その他の諸料金

Ｋ ：運搬される建設機械の運搬中の賃料

Ｋ’：運搬される建設機械の運搬中の損料

運搬される建設機械（被運搬建設機械）の運搬中の賃料又は損料を計上する。

(1) 組立て、解体に要する費用

重建設機械の組立て、解体に要する費用は別途加算する。

(2) その他下記事項の料金を必要により計上する。

ａ 荷役機械使用料

ｂ 自動車航送船使用料

ｃ 有料道路利用料

ｄ その他

（表１）

割増項目 適用範囲 割増率

１５ｔ未満 ６割増

特大品割増 建設機械 使用車両積載標記

類 ｔ数 １５ｔ以上 ７割増

（注）誘導車及び誘導員に係る費用は割増率に含まれている。

２ 仮設材等の運搬

仮設材（鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板、たて込み簡易土留等）の運搬は次式により行うものとする。

Ｕ＝［Ｅ・（１＋Ｆ１＋Ｆ２）］・Ｇ＋Ｈ

Ｕ：仮設材の運搬費

Ｅ：基本運賃料金（円／ｔ）

なお、運搬距離は運搬基地より現場までの片道距離とする。

また、仮設材の運搬費は基本運賃料金に、必要に応じ冬期割増及び深夜早朝割増を行うものとし、車両留置料、

長大品割増、休日割増、特別割引は適用しない。

Ｆ１：冬期割増

Ｆ２：深夜早朝割増

Ｇ ：運搬質量（ｔ）

Ｈ ：その他の諸料金

３ 賃料適用のトラッククレーン及びクローラクレーンの分解組立時にかかる本体賃料

４ 建設機械等の運搬基地

運搬基地は、建設機械等の所在場所等を勘案して決定するものとする。



農地農業用施設災害復旧事業計画概要書等作成要領（平成５年６月１６日付け５構改Ｄ第 421号構造改善局長通知） 一部改正新旧対照表 

1 

改  正  後 現  行 

別表１～別表３ ［ 略 ］ 

別表４ 現場管理費率 

    (1) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

ほ場整備工事      ３２．３８％       ８２．５        －０．０６２７        ２２．５０％ 

農用地造成工事      ３１．２６％       ５３．８         －０．０３６４        ２５．３０％ 

農 道 工 事      ２４．７７％       ３０．７         －０．０１４４        ２２．７８％ 

水路トンネル工事      ３３．３０％       ７３．３         －０．０５２９        ２４．４９％ 

水 路 工 事      ２８．３９％       ５６．３         －０．０４５９     ２１．７５％ 

河川及び排水路工事      ３１．７１％      １０８．７        －０．０８２６        １９．６３％ 

管水路工事      ２８．２７％       ７９．１         －０．０６９０        １８．９３％ 

畑かん施設工事      ３３．４５％      １６１．１        －０．１０５４        １８．１３％ 

コンクリート補修工事      ３６．２６％      １８１．０        －０．１０７８        １９．３９％ 

その他土木工事(1)      ３１．１６％       ６１．６         －０．０４５７        ２３．８９％ 

その他土木工事(2)      ３５．２６％      １００．６        －０．０７０３        ２３．４４％ 

 

    (2) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

海 岸 工 事      ２６．９０％   １０４．０  －０．０８５８       １７．５７％ 

 

    (3) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

干 拓 工 事      ２４．５０％   １３３．８  －０．１０７７       １３．３３％ 

 

 

 

 

 

 

別表１～別表３ ［ 略 ］ 

別表４ 現場管理費率 

    (1) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

ほ場整備工事       ３１．０１％       ７３．０  －０．０５７４        ２２．２２％  

農用地造成工事       ２９．６８％       ４６．５   －０．０３０１        ２４．９２％ 

農 道 工 事       ２３．２４％       ２５．８   －０．００７０        ２２．３２％ 

水路トンネル工事       ３１．２３％       ６１．２   －０．０４５１        ２４．０４％ 

水 路 工 事       ２６．４７％       ４６．３   －０．０３７５     ２１．２９％ 

河川及び排水路工事       ３０．００％       ９３．２   －０．０７６０        １９．２９％ 

管水路工事       ２６．７３％       ６７．７   －０．０６２３        １８．６２％ 

畑かん施設工事       ３１．２６％      １３３．８   －０．０９７５        １７．７４％ 

コンクリート補修工事       ３４．２０％      １５４．０   －０．１００９        １９．０３％ 

その他土木工事(1)       ２９．６５％        ５３．６   －０．０３９７        ２３．５４％ 

その他土木工事(2)       ３２．７８％        ８１．９   －０．０６１４        ２２．９４％ 

 

    (2) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

海 岸 工 事       ２４．５８％    ７８．３  －０．０７３５         １７．０７％ 

 

    (3) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

干 拓 工 事       ２３．０９％   １０９．４  －０．０９８７         １３．２１％ 

 

 

 

 

 

 



農地農業用施設災害復旧事業計画概要書等作成要領（平成５年６月１６日付け５構改Ｄ第 421号構造改善局長通知） 一部改正新旧対照表 

2 

改  正  後 現  行 

 

    (4) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

フ ィ ル ダ ム 工 事      ３３．０８％      １６６．５       －０．０８２８         ２６．２０％ 

コ ン ク リ ー ト 

ダ ム 工 事 

 

     ２２．６０％ 

 

     ３０１．３      

 

－０．１３２７ 

 

  １５．５６％ 

 

    (5) ［ 略 ］ 

 

別表５ ［ 略 ］ 

 

別表６ 一般管理費等率 

    工 事 原 価 500万円以下 500万円以下を超え 30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等率 
Ｙp 

 ２０．２９％ 
-4.63586・logＸp 

         ＋51.34242 
 ７．４１％ 

 

 

 

 

    (4) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

フ ィ ル ダ ム 工 事      ３１．７０％    １２３．８  －０．０６９８         ２６．０５％  

コ ン ク リ ー ト 

ダ ム 工 事 

 

     ２１．７３％ 

 

   ２２９．７      

 

－０．１２０８ 

 

  １５．４７％ 

 

    (5) ［ 略 ］ 

 

別表５ ［ 略 ］ 

 

別表６ 一般管理費等率 

    工 事 原 価 500万円以下 500万円以下を超え 30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等率 
Ｙp 

  １４．３８％ 
-2.57651・logＸp 

         ＋31.63531 
 ７．２２％ 

 

 

 

 



海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業設計書作成要領

平成５年６月16日付け５構改Ｄ第422号

最終改正 平成27年７月１日付け27農振第986号

各 地 方 農 政 局 長

沖 縄 総 合 事 務 局 長 殿

北 海 道 知 事

農村振興局長

（本工事費の構成）

第１ 要綱第７第１項の請負施行に係る本工事費の構成は、次のとおりとする。

直接工事費
純工事費

工事原価 共通仮設費

工事価格 間接工事費

本工事費 一般管理費等 現場管理費

消費税相当額

（各費目の積算基準）

第２ 設計書に計上すべき各費目の内容及び積算は、要綱第７及び第10に定めるもののほか、次に定

めるところによる。

（１） 本工事費（請負施行の場合）

イ 直接工事費

直接工事費は、箇所又は工事種類により各工事部門を工種、種別、細別及び名称に区分し、

それぞれの区分ごとに次に掲げる労務費、材料費、機械経費及び特許使用料等について積算

する。

（イ） 労務費

労務費は、工事の施工に直接必要な労務の費用とし、公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法施行令（昭和26年4月16日政令107号）第６条第２項に基づき同意を得た設計単

価及び歩掛（以下「同意単価及び歩掛」という。）により積算する。ただし、実施に当

たって、同意単価及び歩掛により難い場合には、実施時期、地域の実態及び他の事業と

の関連等を考慮した設計単価及び歩掛により積算することができる。

（ロ） 材料費

材料費は、工事の施工に直接必要な材料の費用（購入場所から現場までの運搬費を含む。）

とし、同意単価及び歩掛により積算する。ただし、実施に当たっては、労務費と同様の

取り扱いをすることができる。この場合には、特に材料の運搬距離及び運搬方法につい

て十分検討のうえ適正に積算するものとする。

（ハ） 機械経費

機械経費は、工事の施工に直接必要な機械の使用に要する費用で、その算定は「土地

改良事業等請負工事機械経費算定基準について（昭和58年2月28日58構改Ｄ第147号構造

改善局長通知）」及び「土地改良事業等請負工事標準歩掛について（昭和58年 2月28日



58構改Ｄ第 148号構造改善局長通知）」により積算し、その他の器具等の経費について

は、これに準じて積算する。

（ニ） その他

イ） 特許使用料

特許使用料は、工事の施工に要する特許の使用料及び派遣技術者等に要する費用と

する。

ロ） 水道・光熱電力料

水道・光熱電力料は、工事の施工に必要な用水・電力電灯使用料とする。

ハ） 鋼桁・門扉等の輸送費

鋼桁・門扉等の輸送費は、鋼桁・門扉等工場製作に係る製品を、製作工場から据付

現場までの荷造・運搬に要する費用とする。

ニ） 産業廃棄物処分費

産業廃棄物処分費は、産業廃棄物処理に要する費用とする。

ロ 共通仮設費

（イ） 共通仮設費の各項目の積算

共通仮設費の各項目の積算は、次のイ）からト）までに掲げる費用で各工事部門に共

通的なものとし、それぞれに定めるところにより工種区分ごとに積算する。

イ） 運搬費

運搬費は、機械器具等を、その所在する場所又は所在が推定される場所から工事現

場内への搬入・搬出（組立・解体を含む。）に要する費用と、機械器具等の工事現場

内での小運搬に要する費用とする。

ロ） 準備費

準備費は、工事施工のための準備及び跡片付けに要する費用、調査、測量、丁張等

に要する費用及び伐開、除根、除草、整地等に要する費用とする。

ハ） 安全費

安全費は、交通管理に要する費用、安全施設に要する費用、安全管理に要する費用

及び工事施工上必要な安全対策等に要する費用とする。

ニ） 役務費

役務費は、材料置場等の土地借上げに要する費用及び電力・用水等の基本料金とす

る。

ホ） 技術管理費

技術管理費は、品質管理のための試験等に要する費用、出来形管理のための測量、

写真管理等に要する費用、工程管理のための資料の作成に要する費用その他技術管理

上必要な資料の作成に要する費用とする。

ヘ） 営繕費

営繕費は、現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕に要する費用及びこれらに係る

土地・建物の借上げ費用並びに労務者の輸送に要する費用とする。

ト） 事業損失防止施設費

工事施工に起因する騒音、地盤沈下、地下水の断絶等を未然に防止するための仮施

設の設置、撤去及び当該施設の維持管理に要する費用とする。

（ロ） 共通仮設費の算定

共通仮設費の算定は、工種区分に基づき所定の率計算による費用に積上げ計算による

費用を加算して行うものとする。

① 率計算による算定

率計算による算定方法は、別表２に定める各工種ごとの共通仮設費率を用い、次

式により算定する。なお、率の対象項目は別表１に示すとおりとする。



当該費用＝対象金額×共通仮設費率

対象金額＝直接工事費＋事業損失防止施設費＋支給品費＋官貸額

また、次に掲げる費用は対象金額に含めないものとする。

・ 簡易組立式橋梁、ＰＣ桁、門扉、ポンプ、グレーチング床版、大型遊具（設

計製作品）、光ケーブルの購入費

・ 簡易組立式橋梁、ＰＣ桁、門扉、ポンプ、グレーチング床版、大型遊具（設

計製作品）、光ケーブルを支給する場合の支給品費

なお、対象金額の算式中に記述の支給品費及び官貸額は「直接工事費＋事業損失防

止施設費」に含まれるものに限るものとする。

② 共通仮設費率の補正

施工地域、施工場所を考慮した共通仮設費率の補正については、別表３の補正値

を加算するものとする。ただし、フィルダム及びコンクリートダム工事には適用し

ない。

③ 積上げ計算による算定

積上げ計算による算定方法は、別表１に定める項目について現場条件を的確に把

握し、必要額を適正に積上げるものとする。なお、運搬費の算定は、別紙によるも

のとする。

ハ 現場管理費

現場管理費は、工事の施工に当たって工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費

とし、別表４に定める各工種ごとの現場管理費率を用い次式により算定する。

現場管理費＝対象金額×現場管理費率

対 象 金 額＝純工事費（直接工事費＋共通仮設費）＋支給品費＋官貸額

二種以上の工種からなる工事については、その主たる工事の現場管理費率を適用するもの

とし、工事条件によっては、工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。

なお、施工地域、施工場所を考慮した現場管理費率の補正については、別表５の補正値を

加算するものとする。ただし、フィルダム及びコンクリートダム工事には適用しない。

ニ 一般管理費等

一般管理費等は、一般管理費及び付加利益とし、別表６により求めた一般管理費等率を用

い次式により算出する。

一般管理費等＝工事原価（純工事費＋現場管理費）×一般管理費等率

ホ 工事価格

工事価格に係る各費目の積算に使用する材料等の価格等は、消費税相当額を含まないもの

とする。

ヘ 消費税相当額

消費税相当額は、工事価格に取引に係る消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額とす

る。

ト 他の施設の管理者施行の場合における附帯工事費

要綱第７第１項(2)後段の管理者施行の場合における附帯工事費は、当該管理者施行に係

る附帯工事の工事費及び事務費の合計額を計上し、この場合における事務費については、当

該工事費の規模等を考慮して算出した額を計上する。

（２） 測量及び試験費

測量及び試験費は、事業主体が直接調査、測量及び試験を行う場合においては、測量及び

試験に要する材料費、労務費、労務者保険料、船舶及び機械器具費等を計上し、請負又は委

託により施行する場合においては請負費又は委託費を計上する。

（３） 船舶及び機械器具費

船舶及び機械器具費は、工事が直営施行の場合において、当該工事の内容及び規模に適合



した機械を選定し、工事の施工上必要最小限度の費用を計上する。なお、工事が請負施行の

場合において、事業主体が機械器具等を請負業者に貸与して請負工事を施工させることが特

に必要と認められるときは、それらに要する費用を計上することができる。

（４） 営繕費

営繕費は、工事が直営施行の場合において計上するものとし、当該直営施行に係る工事費

（営繕費及び工事雑費を除く。以下「工事費」という。）が次に該当する場合、当該工事費

にそれぞれ定める率を乗じて得た額の範囲内とする。ただし、ﾛ)からﾆ)までの場合において、

それぞれ算出される額がそれぞれの前において算出される額の最高額に達しないときは、営

繕費は、当該最高額の範囲内において増額することができる。

イ）工事費が1,000万円以下の場合 1,000分の50

ロ）工事費が1,000万円を超え3,000万円以下の場合 1,000分の40

ハ）工事費が3,000万円を超え10,000万円以下の場合 1,000分の30

ニ）工事費が10,000万円を超える場合 1,000分の20

（５） 工事雑費

工事雑費は、次の算式により算出する。

イ 工事が請負施行の場合

本工事費＋附帯工事費＋測量及び試験費（請負又は委託に係るもの） (ｱ)

用地及び補償費＋測量及び試験費（直営施行に係るもの）＋船舶及び機械器具費

＋営繕費 (ｲ)

工事雑費＝(ｱ)×15/1000＋(ｲ)×40/1000

ロ 工事が直営施行の場合

本工事費＋附帯工事費＋測量及び試験費（直営施工に係るもの）＋用地及び補償費

＋営繕費 (ｳ)

工事雑費＝(ｳ)×40/1000

（本要領によらないことができる工事）

第３ 鋼橋製作等主として工場製作に係る工事、若しくは、この要領によることが著しく不適当又は

困難であると認められる工事については、この要領によらないことができるものとする。

（災害復旧事業の工事費の判定について）

第４ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）第６条第１項に規定する災害

復旧事業の工事費（都道府県及び指定市においては120万円以上、その他市及び町村においては

60万円以上）の判定は、産業廃棄物処分費及び事業損失防止施設費を除く工事費により行うもの

とする。



別表１ 共通仮設費率適用範囲

項 目 率 の 対 象 項 目 率 に 別 途 加 算 で き る 項 目

運搬費 １ 建設機械器具の運搬等に要する費用 １ 建設機械器具の運搬等に要する費用

(1) 質量20ｔ未満の建設機械の搬入、搬出（組立・解体を含む） (1) 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による搬入､搬出

に要する費用 （組立・解体を含む）に要する費用

(2) 器材等（型枠、支保材、足場材、敷鉄板（積上げ計上分を除 (2) 器材のうち、スライディングセントルの搬入、搬出及び

く。）、橋梁ベント、橋梁架設用タワー、橋梁用架設桁設備、 現場内小運搬に要する費用

排砂管、トレミー管等）の搬入、搬出及び現場内小運搬に要す ２ 仮設材等（鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板、たて込み簡易土留、敷

る費用 鉄板（積上げ計上分に限る。）等）の運搬に要する費用

(3) 建設機械の自走による運搬に要する費用 ３ 干拓工事・海岸工事に係る工事の施工に必要な船舶等の回航

(4) 建設機械等の日々回送（分解・組立、輸送）に要する費用 に要する費用

(5) 建設機械の現場内小運搬に要する費用 ４ 重建設機械の分解・組立及び輸送に関する費用

５ その他工事施工上必要な建設機械器具の運搬等に要する費用

準備費 １ 準備及び跡片付けに要する費用 １ 伐開、除根、除草等に伴い発生する建設廃棄物等の工事現場

(1) 準備に要する費用 外への搬出及び処理に要する費用

(2) 現場の跡片付け、清掃、踏み荒らしに対する復旧等に要する ２ 伐開、除根、除草等に要する費用（農用地造成工事）

費用 ３ 工事施工上必要な準備等に要する費用

２ 調査・測量、丁張等に要する費用

(1) 工事施工に必要な測量及び丁張に要する費用

(2) 縦、横断面図の照査等に要する費用

(3) 用地幅杭等の仮移設等に要する費用

３ 伐開、除根、除草、整地、段切り、すりつけ等に要する費用

（農用地造成工事の伐開、除根、除草等に要する費用を除く）

安全費 １ 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する １ 特別仕様書、設計図書等により条件明示される費用

費用 (1) 交通誘導員及び機械の誘導員等の交通管理に要する費用

２ 不稼働日の保安要員等の費用 (2) 鉄道、空港関係施設等に近接した工事現場における出入口等

３ 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード等の安全施設類の に配置する安全管理要員等に要する費用

設置・撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料 ２ 干拓工事・海岸工事において、危険区域等で工事を施工する

４ 夜間作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明 場合の水雷・傷害保険料

施設を必要とする広範なダム工事及びトンネル工事を除く） ３ 高圧作業の予防に要する費用

５ 河川、海岸工事における救命艇に要する費用 ４ 河川及び海岸の工事区域に隣接して航路がある場合の安全標

６ 酸素欠乏症の予防に要する費用 識、警戒船運転に要する費用

７ 粉塵作業の予防に要する費用 ５ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破監視のための費用

８ トンネル等における防火安全対策に要する費用 ６ その他工事施工上必要な安全対策等に要する費用

９ 安全用品等に要する費用

10 安全委員会等に要する費用

役務費 １ 現場工作場、材料置場等の土地借上げに要する費用（営繕に

係る用地は除く）

２ 電力、用水等の基本料金

３ 電力設備用工事負担金

技術管理費 １ 土木工事施工管理基準の品質管理に含まれる試験に要する費用 １ 特別な品質管理等に要する費用

２ 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用 (1) 溶接試験における放射線透過試験（現場）に要する費用

３ 工程管理のための資料の作成等に要する費用 (2) 管水路における水圧試験及び漏水試験に要する費用

４ 工事完成図書類の作成及び電子納品等に要する費用 (3) 土質試験（土木工事施工管理基準の品質管理に記載されてい

５ 建設材料の品質記録保存に要する費用 る試験項目以外の試験）に要する費用

６ コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用 ２ 現場条件等により積上げを要する費用

７ コンクリートのひび割れ調査、テストハンマーによる強度推定 (1) 軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定取りまとめに

調査に要する費用 要する費用

８ ＰＣ上部工・アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に (2) 試験盛土等の工事に要する費用

要する費用 ３ 歩掛調査及び諸経費動向調査に要する費用

９ 塗装膜厚施工管理に要する費用 ４ その他特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用

10 施工管理で使用するＯＡ機器の費用

営繕費 １ 現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕（設置・撤去、維持・ １ 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕（設置・撤

補修）に要する費用 去、維持・補修、土地の借上げ）に要する費用（フィルダム及

２ １に係る土地・建物の借上げに要する費用 びコンクリートダム工事を除く）

３ 労務者を日々当該現場に送迎輸送するために要する費用（海上 ２ 海上輸送等での労務者の輸送に要する費用

輸送等での労務者の輸送に要する費用は除く） ３ その他工事施工上必要な営繕等に要する費用

４ 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕（設置・撤

去、維持・補修、土地の借上げ）に要する費用（フィルダム及び

コンクリートダム工事）



別表２ 共通仮設費率

(1)

対象金額 3 0 0 万 円 以 下 3 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

ほ 場 整 備 工 事 １１．６９％ ７５．１ －０．１２４７ ５．６７％

農用地造成工事 １４．０２％ ９８．０ －０．１３０４ ６．５７％

農 道 工 事 １３．３７％ ７６．１ －０．１１６６ ６．７９％

水路トンネル工事 ２１．１６％ ４０３．７ －０．１９７７ ６．７１％

水 路 工 事 １０．８６％ ５６．５ －０．１１０６ ５．７１％

河川及び排水路工事 １１．６３％ ６６．４ －０．１１６８ ５．９０％

管 水 路 工 事 １２．２０％ ９８．９ －０．１４０３ ５．４０％

畑かん施設工事 １１．５８％ ３９．８ －０．０８２８ ７．１６％

コンクリート補修工事 １０．４２％ ７２．５ －０．１３０１ ４．８９％

その他土木工事(1) １７．１２％ ２５７．２ －０．１８１７ ５．９６％

その他土木工事(2) １４．１７％ ８６．０ －０．１２０９ ７．０２％

(2)

対象金額 6 0 0 万 円 以 下 6 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

海 岸 工 事 １３．０８％ ４０７．９ －０．２２０４ ４．２４％

(3)

対象金額 6 0 0 万 円 以 下 6 0 0 万 円 を 超 え 2 0 億 円 以 下 2 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

干 拓 工 事 １２．３３％ ４２３．６ －０．２２６６ ３．３１％

(4)

対象金額 ３ 億 円 以 下 ３ 億 円 を 超 え 5 0 億 円 以 下 5 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

フィルダム工事 ７．５７％ ４３．７ －０．０８９８ ５．８８％

コ ン ク リ ー ト

ダ ム 工 事 １２．２９％ １０５．２ －０．１１００ ９．０２％

(5) 算定式は次によるものとする。

Ｙ＝ａ・Ｘｂ

Ｙ：共通仮設費率（％）

Ｘ：対象金額（円）

ａ、ｂ：変数値

（注）Ｙの値は小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。



別表３ 共通仮設費率の補正値

施工地域・施工場所区分 補正値（％）

市 街 地 ２．０

山 間 僻 地 及 び 離 島 １．０

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 １．５

地方部

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 －

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区及びこれに準ずる地区をいう。

地 方 部：施工地域が上記以外の地区をいう。

注２）一般交通等の影響を受ける場合は以下のいずれかに該当するものとする。

①施工場所において、一般交通の影響を受ける場合

②施工場所において、地下埋設物件の影響を受ける場合

③施工場所において、50ｍ以内に人家が連なっている場合

別表４ 現場管理費率

(1)

対象金額 3 0 0 万 円 以 下 3 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

ほ 場 整 備 工 事 ３２．３８％ ８２．５ －０．０６２７ ２２．５０％

農 用 地 造 成 工 事 ３１．２６％ ５３．８ －０．０３６４ ２５．３０％

農 道 工 事 ２４．７７％ ３０．７ －０．０１４４ ２２．７８％

水路トンネル工事 ３３．３０％ ７３．３ －０．０５２９ ２４．４９％

水 路 工 事 ２８．３９％ ５６．３ －０．０４５９ ２１．７５％

河川及び排水路工事 ３１．７１％ １０８．７ －０．０８２６ １９．６３％

管 水 路 工 事 ２８．２７％ ７９．１ －０．０６９０ １８．９３％

畑 か ん 施 設 工 事 ３３．４５％ １６１．１ －０．１０５４ １８．１３％

コンクリート補修工事 ３６．２６％ １８１．０ －０．１０７８ １９．３９％

その他土木工事(1) ３１．１６％ ６１．６ －０．０４５７ ２３．８９％

その他土木工事(2) ３５．２６％ １００．６ －０．０７０３ ２３．４４％

(2)

対象金額 7 0 0 万 円 以 下 7 0 0 万 円 を 超 え 1 0 億 円 以 下 1 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

海 岸 工 事 ２６．９０％ １０４．０ －０．０８５８ １７．５７％

(3)

対象金額 7 0 0 万 円 以 下 7 0 0 万 円 を 超 え 2 0 億 円 以 下 2 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

干 拓 工 事 ２４．５０％ １３３．８ －０．１０７７ １３．３３％



(4)

対象金額 ３ 億 円 以 下 ３ 億 円 を 超 え 5 0 億 円 以 下 5 0 億 円 を 超 え る も の

適用区分 (5)の算定式により算出された率とする。

下 記 の 率 と す る 。 ただし、変数値は下記による。 下 記 の 率 と す る 。

工種区分 ａ ｂ

フ ィ ル ダ ム 工 事 ３３．０８％ １６６．５ －０．０８２８ ２６．２０％

コ ン ク リ ー ト

ダ ム 工 事 ２２．６０％ ３０１．３ －０．１３２７ １５．５６％

(5) 算定式は次によるものとする。

Ｙ＝ａ・Ｘｂ

Ｙ：現場管理費率（％）

Ｘ：対象金額（単位：円）

ａ、ｂ：変数値

（注）Ｙの値は小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。

別表５ 現場管理費率の補正値

施工地域・施工場所区分 補正値（％）

市 街 地 １．５

山 間 僻 地 及 び 離 島 ０．５

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 １．０

地方部

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 －

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区及びこれに準ずる地区をいう。

地 方 部：施工地域が上記以外の地区をいう。

注２）一般交通等の影響を受ける場合は以下のいずれかに該当するものとする。

①施工場所において、一般交通の影響を受ける場合

②施工場所において、地下埋設物件の影響を受ける場合

③施工場所において、50ｍ以内に人家が連なっている場合

別表６ 一般管理費等率

工 事 原 価 5 0 0 万 円 以 下 500万円を超え30億円以下 3 0億円を超えるもの

一般管理費等率 ２０．２９％ -4.63586・logＸp ７．４１％

Ｙp ＋51.34242

(1) Ｘp ＝工事原価（単位：円）

(2) Ｙp の算出に当たっては、小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。（単位：％）



別 紙

運搬費の算定

１ 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車による運搬

質量20ｔ以上の建設機械器具の搬入又は搬出の積算は運搬車両１台ごとに次式により行うものとする。

Ｕｋ ＝［Ａ・（１＋Ｃ１＋Ｃ２＋Ｃ３＋Ｃ４）＋Ｂ］・Ｄ＋Ｍ＋Ｋ（又はＫ’）

Ｕｋ ：貨物自動車による運搬費

Ａ ：基本運賃料金

各運輸局の許可した「一般貨物運送事業の貸切り運賃」によるものとする。

なお、車扱運賃料金の適用は原則として「距離制運賃料金」によるものとし、運搬距離は運搬基地より現場

までの距離とする。

また、基本運賃料金の10％の範囲での増減運用は一般の場合は適用しない。

Ｂ ：諸料金
地区割増料 適用する。

車両割増料 適用しない。

Ｃ１～Ｃ４：運賃割増率

Ｃ１ ：特大品割増（表１）

Ｃ２ ：悪路割増 適用する。

Ｃ３ ：冬期割増 適用する。

Ｃ４ ：深夜早朝割増 適用する。

その他の割増率は適用しない。

Ｄ ：運搬車両の台数

１を代入する。

Ｍ ：その他の諸料金

Ｋ ：運搬される建設機械の運搬中の賃料

Ｋ’：運搬される建設機械の運搬中の損料

運搬される建設機械（被運搬建設機械）の運搬中の賃料又は損料を計上する。

(1) 組立て、解体に要する費用

重建設機械の組立て、解体に要する費用は別途加算する。

(2) その他下記事項の料金を必要により計上する。

ａ 荷役機械使用料

ｂ 自動車航送船使用料

ｃ 有料道路利用料

ｄ その他

（表１）

割増項目 適用範囲 割増率

１５ｔ未満 ６割増

特大品割増 建設機械 使用車両積載標記

類 ｔ数 １５ｔ以上 ７割増

（注）誘導車及び誘導員に係る費用は割増率に含まれている。

２ 仮設材等の運搬

仮設材（鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板、たて込み簡易土留等）の運搬は次式により行うものとする。

Ｕ＝［Ｅ・（１＋Ｆ１＋Ｆ２）］・Ｇ＋Ｈ

Ｕ：仮設材の運搬費

Ｅ：基本運賃料金（円／ｔ）

なお、運搬距離は運搬基地より現場までの片道距離とする。

また、仮設材の運搬費は基本運賃料金に、必要に応じ冬期割増及び深夜早朝割増を行うものとし、車両留置料、

長大品割増、休日割増、特別割引は適用しない。

Ｆ１：冬期割増

Ｆ２：深夜早朝割増

Ｇ ：運搬質量（ｔ）

Ｈ ：その他の諸料金

３ 賃料適用のトラッククレーン及びクローラクレーンの分解組立時にかかる本体賃料

４ 建設機械等の運搬基地

運搬基地は、建設機械等の所在場所等を勘案して決定するものとする。



海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業設計書作成要領（平成５年６月１６日付け５構改Ｄ第 422号構造改善局長通知） 一部改正新旧対照表 

1 
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別表１～別表３ ［ 略 ］ 

別表４ 現場管理費率 

    (1) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

ほ場整備工事      ３２．３８％       ８２．５        －０．０６２７        ２２．５０％ 

農用地造成工事      ３１．２６％       ５３．８         －０．０３６４        ２５．３０％ 

農 道 工 事      ２４．７７％       ３０．７         －０．０１４４        ２２．７８％ 

水路トンネル工事      ３３．３０％       ７３．３         －０．０５２９        ２４．４９％ 

水 路 工 事      ２８．３９％       ５６．３         －０．０４５９     ２１．７５％ 

河川及び排水路工事      ３１．７１％      １０８．７        －０．０８２６        １９．６３％ 

管水路工事      ２８．２７％       ７９．１         －０．０６９０        １８．９３％ 

畑かん施設工事      ３３．４５％      １６１．１        －０．１０５４        １８．１３％ 

コンクリート補修工事      ３６．２６％      １８１．０        －０．１０７８        １９．３９％ 

その他土木工事(1)      ３１．１６％       ６１．６         －０．０４５７        ２３．８９％ 

その他土木工事(2)      ３５．２６％      １００．６        －０．０７０３        ２３．４４％ 

 

    (2) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

海 岸 工 事      ２６．９０％   １０４．０  －０．０８５８       １７．５７％ 

 

    (3) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

干 拓 工 事      ２４．５０％   １３３．８  －０．１０７７       １３．３３％ 

 

 

 

 

 

 

別表１～別表３ ［ 略 ］ 

別表４ 現場管理費率 

    (1) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

ほ場整備工事       ３１．０１％       ７３．０  －０．０５７４        ２２．２２％  

農用地造成工事       ２９．６８％       ４６．５   －０．０３０１        ２４．９２％ 

農 道 工 事       ２３．２４％       ２５．８   －０．００７０        ２２．３２％ 

水路トンネル工事       ３１．２３％       ６１．２   －０．０４５１        ２４．０４％ 

水 路 工 事       ２６．４７％       ４６．３   －０．０３７５     ２１．２９％ 

河川及び排水路工事       ３０．００％       ９３．２   －０．０７６０        １９．２９％ 

管水路工事       ２６．７３％       ６７．７   －０．０６２３        １８．６２％ 

畑かん施設工事       ３１．２６％      １３３．８   －０．０９７５        １７．７４％ 

コンクリート補修工事       ３４．２０％      １５４．０   －０．１００９        １９．０３％ 

その他土木工事(1)       ２９．６５％        ５３．６   －０．０３９７        ２３．５４％ 

その他土木工事(2)       ３２．７８％        ８１．９   －０．０６１４        ２２．９４％ 

 

    (2) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

海 岸 工 事       ２４．５８％    ７８．３  －０．０７３５         １７．０７％ 

 

    (3) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

干 拓 工 事       ２３．０９％   １０９．４  －０．０９８７         １３．２１％ 
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    (4) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

フ ィ ル ダ ム 工 事      ３３．０８％      １６６．５       －０．０８２８         ２６．２０％ 

コ ン ク リ ー ト 

ダ ム 工 事 

 

     ２２．６０％ 

 

     ３０１．３      

 

－０．１３２７ 

 

  １５．５６％ 

 

    (5) ［ 略 ］ 

 

別表５ ［ 略 ］ 

 

別表６ 一般管理費等率 

    工 事 原 価 500万円以下 500万円以下を超え 30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等率 
Ｙp 

 ２０．２９％ 
-4.63586・logＸp 

         ＋51.34242 
 ７．４１％ 

 

 

 

 

    (4) 

     対象金額 

       適用区分 

 

工種区分 

 300万円以下  300万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの 

下記の率とする。 (5)の算定式により算出された率とする。 

ただし、変数値は下記による。 

下記の率とする。 

         ａ              ｂ 

フ ィ ル ダ ム 工 事      ３１．７０％    １２３．８  －０．０６９８         ２６．０５％  

コ ン ク リ ー ト 

ダ ム 工 事 

 

     ２１．７３％ 

 

   ２２９．７      

 

－０．１２０８ 

 

  １５．４７％ 

 

    (5) ［ 略 ］ 

 

別表５ ［ 略 ］ 

 

別表６ 一般管理費等率 

    工 事 原 価 500万円以下 500万円以下を超え 30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等率 
Ｙp 

  １４．３８％ 
-2.57651・logＸp 

         ＋31.63531 
 ７．２２％ 

 

 

 

 


